
事業事前評価表(開発計画調査型技術協力)

                                          国際協力機構　経済基盤開発部　都市・地域開発第二

                                          課

１．案件名

国名          ：モザンビーク

案件名（和名）：マプト都市圏都市交通網整備計画

      （英名）：the Project for the Comprehensive Urban Transport Master Plan for the Gr

                eater Maputo

２．協力概要

（１）事業の目的

  ・マプト都市圏の総合都市交通マスタープラン（目標年次2035年）の作成�

  ・優先プロジェクトの選定とプレフィージビリティスタディ（Pre-F/S）の実施�

  ・マプト都市圏における都市交通に係る実施体制強化と能力強化の提言作成

（２）調査期間                   2012年 2月  ～  2013年 9月  (計20ヶ月)

（３）総調査費用                                    0(億円)

（４）協力相手先機関

  マプト市役所

（５）計画の対象（対象分野、対象規模等）

  ・マプト都市圏（マプト州マプト市（イニャッカ島を除く）およびマトラ市、マラクエネ地区、

  ボアネ地区）の約230万人

３．協力の必要性・位置づけ

  （１）現状および問題点�

  　モザンビーク国(以下｢モザンビーク」)の首都マプト市は、南部アフリカ開発共同体の中で最

  も交通量が多いマプト回廊の基点であり、また政治・経済・文化の拠点として約120万人(2009年

  )が居住する都市である。近年、マプト市に隣接するマトラ市や周辺地域に住宅地や産業地が拡

  大し、マプト都市圏が形成されている。ヒト、モノの移動の活発化によって、マトラ市からマプ

  ト市への通勤ラッシュや交通結節点での混雑は常態化し、両都市間を結ぶ国道4号線の通過交通

  量はこの10年間で3倍になるなど、深刻な問題となりつつある。�

  　我が国は2001年にマプト市を対象とした「マプト市道路開発調査」を実施し、2020年を目標年

  次とするマプト市内の交通容量増加のためのインフラ整備計画を提言した。マプト市は同提言を

  基に、他ドナーの資金協力や道路目的税等の自己収入を通じて市内道路整備や信号整備を行なう

  などの改善に取り組んできているが、急速な都市の拡大により、マプト市のみの計画では対処が

  困難となりつつあり、近隣都市を含む都市圏での総合交通体系ビジョンに基づく都市交通計画が

  新たに必要とされている。�

  �
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３．協力の必要性・位置づけ（続き）

  （２）相手国政府国家政策上の位置づけ�

  　モザンビーク政府は、絶対的貧困削減戦略（PARPAⅡ、2004-2010年）において、地方開発およ

  び経済振興を重点分野として位置づけ、「セクター、地域間（都市・農村及び南北）間の連携強

  化による生産性の向上」および「国際および国内の地域間の流通発展による市場拡大」を目差し

  人、モノ、情報の交流を促進する交通インフラ、物流システム、国内市場取引制度の整備を重視

  しており、マプト回廊の起点であるマプト都市圏の都市交通の改善は重要な位置づけにおかれて

  いる。また、PARPAⅡの後継として策定された貧困削減戦略（PARP、2011年-2014年）では、生産

  性向上、雇用の創出、人材・社会開発を重点分野として掲げており、投資環境整備のためのイン

  フラ整備は、引き続き重要な位置づけに置かれている。

（３）他国機関の関連事業との整合性

  　世界銀行がマプト市の行政能力向上のためのプログラムに対する資金協力支援を、USAIDが運

  輸通信省のための大マプト都市交通政策の策定支援（情報収集と課題分析）を、EUが道路公社(A

  NE)への資金協力支援を実施している。�

  　本プロジェクトは、総合都市交通体系のビジョンを含む都市交通計画提案により他国機関の支

  援を補完するものとなる。

（４）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ

  　首都として最も経済活動の盛んな地域における物流と住民の生活環境改善を促すための開発に

  直接資するものであり、援助実施の意義は高く、援助重点分野「地方開発・経済振興」、開発課

  題「産業の活性化｣、協力プログラム｢経済インフラ整備･産業振興」に合致している。

４．協力の枠組み

（１）調査項目

  1)　関連情報の収集および現況把握�

  （ア）上位計画、関連政策、関連法令、既往の計画やプロジェクトのレビュー �

  （イ）都市交通セクターの実施機関の確認（組織、人数、実施体制、年間計画）�

  （ウ）道路および交通サービスのインベントリー調査�

  （エ）既往・現在進行中の関連計画・プロジェクト�

  （オ）社会経済、自然条件�

  （カ）コンセッション契約、建設基準、交通量調査�

  （キ）他ドナーの活動状況�

  2)　マプト都市圏における将来交通需要予測の実施�

  （ア）都市交通問題の特定�

  （イ）交通実態調査の実施�

  （ウ）都市交通データベースの整備�

  （エ）社会経済フレームワークの設定�

  （オ）交通モデル作成と将来交通量の需要予測�

  3)　マスタープラン策定（目標年次：2035年）�

  （ア）都市開発シナリオの設定�

  （イ）都市交通の開発戦略、基本方針の策定�

  （ウ）総合都市交通マスタープランの策定（公共交通計画、交通管理計画、道路整備計画）�
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（１）調査項目（続き）

  （エ）戦略的環境アセスメント�

  （オ）既存の地図情報および公共交通網、道路情報を集約したGISデータの整備�

  4） マスタープランの事業計画の策定および短期アクションプランの策定 �

  （ア）事業計画の策定 �

  （イ）事業計画の経済分析・財務分析、評価�

  （ウ）事業計画実現のための実施体制の提案 �

  （エ）短期アクションプランの策定�

  5)　優先プロジェクトのPre-F/S策定�

  （ア）優先プロジェクトの選定�

  （イ）概略設計および積算�

  （ウ）環境社会配慮調査の実施�

  （エ）優先プロジェクトの事業実施計画の策定�

  6)　マスタープラン推進のための能力強化計画の作成および関係者への技術移転�

  （ア）マスタープランの推進のための能力強化計画の作成�

  （イ）カウンターパートへの調査手法および計画策定にかかる技術移転（ワークショップ、セミ

  ナー、国別研修）�

  7)　提言のとりまとめ�

  （ア）全体的な結果、留意事項等を含む、必要な提言の取りまとめ

（２）アウトプット（成果）

  １）マプト都市圏の公共交通網・道路網整備、交通管理のためのマスタープラン（2035年）�

  ２）優先プロジェクトにかかるPre-F/S�

  ３）マプト都市圏における都市交通に係る実施体制強化の提言�

  ４）カウンターパートへの調査手法および計画策定にかかる技術移転

（３）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施

  （ａ）コンサルタント（13名）�

  　a.総括／都市交通計画�

  　b.都市計画／土地利用計画�

  　c.交通需要予測�

  　d.交通調査・解析�

  　e.公共交通計画�

  　f.交通管理計画�

  　g.道路整備計画 �

  　h.社会経済フレームワーク／経済財務分析�

  　i.事業実施・運営計画�

  　j.組織制度／能力強化計画�

  　k.環境社会配慮(自然条件・環境影響評価・戦略的環境アセスメント)�

  　l.施工計画／積算�

  　m.GISデータ整備／業務調整�

  �

  （ｂ）その他、研修員受け入れ�
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（３）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施（続き）

  ・国別研修（都市交通政策）、課題別研修（総合都市交通計画）、第三国研修（ブラジル／都市

  交通）�

  ・現地にてセミナー、ワークショップ等の実施�

  ・調査に必要な機材の購入

５．協力終了後に達成が期待される目標

（１）提案計画の活用目標

  ・策定されたマスタープランが、マプト都市圏の都市交通セクターの整備計画として実施される

  �

  ・本プロジェクトにて選定された優先プロジェクトが実施される。

（２）活用による達成目標

  ・マプト都市圏における都市交通インフラが整備される。

６．外部要因

  （１）協力相手国内の事情�

  　a. 政策的要因: 政権交代、首長交代等による、開発方針の変更、提案事業の優先度の低下�

  　b. 行政的要因: 当該分野に対する予算配分の不足、横断的組織の機能不全�

  　c. 経済的要因: 経済成長の失速による財政緊縮および資金不足�

  　d. 社会的要因: 対象地域の治安の悪化、予測を上回る人口動態の変化�

  （２）関連プロジェクト�

  　a. 世界銀行の資金協力による都市行政能力強化プログラムの実施遅延

７．貧困・ジェンダー・環境等への配慮

（１）環境社会配慮・貧困削除・社会開発

１）環境社会配慮

  ①カテゴリ分類：B

  ②カテゴリ分類の根拠

  ・本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2004 年4 月制定）上、セクター

  特性、事業特性および地域特性に鑑みて、環境への望ましくない影響が重大でないと判断され

  るため。�

  ③環境許認可�

  ・本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は、同国国内法上作成が義務付けられていない�

  ④汚染対策、⑤自然環境面、⑥社会環境面、⑦その他・モニタリング�

  ・本調査で確認する。

２）ジェンダー・平等推進／平和構築・貧困削減

  ・低所得者層居住地域の公共交通サービスへのアクセスが改善されるよう、民間サービスプロ

  バイダーに対する適切なインセンティブスキームの導入等の工夫を含むマスタープランを策定

  する。�

  ・優先プロジェクトに対するPre-F/Sに際しては、モザンビークの環境法に基づき、工事およ

  び用地取得に伴う環境・社会面への影響を考慮する。
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３）その他

８．過去の類似案件からの教訓の活用

  ・関係機関との調整�

  　マプト都市圏の都市交通については、運輸通信省、道路公社、マプト市役所、マトラ市役所等、

  直接的・間接的に関わる関連機関が多数存在する。詳細計画策定調査において、要請元であるマプ

  ト市は、マプト都市圏の都市交通セクター整備のための主導的役割を担うことを確認した。本プロ

  ジェクトに必要な意思決定が適切かつ効果的に行われるために、また、プロジェクトの成果が各実

  施機関により活用されるために、マプト市を議長とする本プロジェクトのステアリングコミッティ

  を戦略的に活用することが重要である。

９．今後の評価計画

  （１）事後評価に用いる指標�

  （ａ）活用の進捗度�

  　・策定されたマスタープランがマプト都市圏の都市交通セクターの整備計画として実施されてい

  るかどうか。�

  　・本プロジェクトで選定された優先プロジェクトが実施されているかどうか。�

  　・マプト都市圏の都市交通セクターに係る実施体制が提言に基づき整備されているかどうか。�

  （ｂ）活用による達成目標の指標�

  　・本プロジェクトで提言されたプロジェクトの実施件数�

  　・交通渋滞の緩和（移動時間の短縮等）�

  （２）上記（ａ）および（ｂ）を評価する方法および時期�

  　・フォローアップ調査によるモニタリング�

  　・必要に応じ、調査終了後に5年目以降に事後評価を実施

注釈
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